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　６月23日（木）、本学海洋アライアンスと（独）水産
総合研究センター（以下、水研センター）は、海洋法や
海洋政策を学ぶ大学院生のインターンシップ実習を実施
する協定を締結した。協定書の調印式は、水研センター
本部理事長室（横浜市みなとみらい）において行われ、
海洋アライアンスからは、浦環機構長、木村伸吾副機構
長、下出信次特任准教授、水研センターからは、松里壽
彦理事長、長畠大四郎理事、高柳和史研究推進部長、中
村好和交流協力課長らが出席した。
　海洋アライアンスでは、2009年度より、社会科学・ 自
然科学・工学を横断する問題解決志向型の「海洋学際教
育プログラム」を実施している。本プログラムの一環と
して、海洋アライアンスに所属する文理各研究科の大学
院生を政府機関や国際機関などへインターンとして派遣
し、海洋法・海洋政策の立案過程を体験させるインター
ンシップ実習を行っている。昨年度までに、国土交通省
と（財）環日本海環境協力センターの２機関とインター
ンシップ実習に関する協定を締結しており、毎年合計10
数名程度の学生がインターンとして派遣されている。
　今回、新たに加わる水研センターでは、各海区の水産
研究所を統括する水研センター本部に学生がインターン
として派遣され、水産分野における政策立案や国際協調
に関連した実践的な実習を行う予定である。

一般ニュース

一般

海洋アライアンス

海洋アライアンスと（独）水産総合
研究センターとのインターンシップ
協定締結

みなとみらい地区が一望できる水研センター理事長室

調印を済ませ握手する浦機構長（右）と松里理事長

　高齢社会総合研究機構では、柏市とUR都市機構と協
定を結び、柏市豊四季台地域を対象に「長寿社会のまち
づくりモデル」の構築に向けて、団地の建て替えにあわ
せて諸々の取り組みをしている。開始から約２年半が経
過したため、６月28日（火）に柏キャンパスの新棟（第
２総合研究棟）で中間報告をマスコミ向けに実施した。
秋山浩保柏市長、宇佐見一夫UR都市機構千葉地域支社
長、上田卓也東大柏キャンパス共同学術経営委員長（新
領域創成科学研究科）らの挨拶につづき、野村晋柏市福
祉政策室長からプロジェクトの説明がなされた。今後の
日本で急速に進展する都市部の超高齢化にむけて、在宅
で安心した生活が送れ（地域包括ケアシステムの具現
化）、いつまでも元気で活躍できる（生きがい就労の創成）
ようなまちづくりを、住民やサービス提供関係者らと協
働で取り組んでいる。

一般

高齢社会総合研究機構

柏市豊四季台地域での社会実験プロ
ジェクト－中間報告記者発表と柏キ
ャンパス新棟のお披露目の実施－
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挨拶をする上田卓也柏キャンパス共同学術経営委員長

　また、記者発表に先立ち、今年４月末に竣工した第２
総合研究棟の高齢社会総合研究機構部分について、市
長・地域支社長ら関係者による見学がなされ、新棟のお
披露目となった。在宅医療・ケアの推進のための研究用
の医療機器、生活における支援機器開発のための評価
室・模擬住居などが用意され、今後の活用が期待される。
この新棟は平成21年度補正予算等で建てられたもので、
高齢社会総合研究機構のほか、数物連携宇宙研究機構、
情報基盤センター等が入居し、４階部分にはオープンラ
ボと称する貸出スペースも用意されている。

新棟見学で鎌田実高齢社会総合研究機構長（左）から説明を
受ける秋山浩保柏市長（中）、宇佐見一夫UR都市機構千葉地
域支社長（右）

　６月29日（水）、学士会館において、本学を日本側幹
事機関として「日墨学長会議」が開催された。本会議は
日本及びメキシコ両国の大学・研究機関が交流を深め、
両国の研究や活動を互いに知ることを目的とした初めて
の試みである。日本側28大学・関係機関、メキシコ側16
大学・関係機関の学長及び機関の長等が一堂に会し、
「Building-up Innovative Relations for Knowledge-based 
Society」をテーマに、両国に関係する事業の事例や各

一般

本部国際企画課

「日墨学長会議」を開催

国に特有の教育研究活動の特長・問題点、両国の今後の
学術及び学生交流活性化等について議論され、共同声明
が取りまとめられた。
　また、会議終了後は、メキシコ大使公邸にてレセプショ
ンが開催され、参加者相互の親睦が図られた。

濱田純一総長による開会の辞

日墨両国の出席者による記念撮影

会議中の光景
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　７月２日（土）北海道大学クラーク会館大講堂におい
て、第50回全国七大学総合体育大会開会式が開催され、
濱田純一総長（大会副会長）および武藤芳照理事・副学
長（大会参与）が出席した。
　本大会は旧帝国大学である七大学により開催される総
合体育大会であり、運営は学生によって行われている。
今年度は３月に発生した東日本大震災により開催が危ぶ
まれ、総合得点と順位をつけずに開催することが一時決
定されたが、東北大学からの強い希望により通常通り開
催することとなった。
　本大会を発案し、第１回大会が開催された地でもある
北海道大学で第50回大会が開催されることを記念してク
ラーク会館前に記念碑が設置され、開会に先立ち、各大
学総長および第１回大会開催時のＯＢによる除幕式が行
われた。引き続き行われた開会式では、北海道大学の佐
伯浩総長（大会会長）の挨拶や北海道大学応援団による
演舞が行われた。
　開会式後は福利厚生会館（北部食堂）においてレセプ
ションが行われ、各大学が大会への抱負を語った。本学
は武藤理事（副学長）から「優勝を目指すからこそ知力・
体力・気力のすべてを振り絞る」との力強いメッセージ
が述べられた。また、北海道大学のサークルによるマン
ドリン演奏や和太鼓演奏も行われ、会場を盛り上げた。
　表彰式および閉会式は９月24日（土）に行われる予定
となっている。

レセプションでスピーチを行う武藤理事（副学長）

一般

本部学生支援課

第50回　全国七大学総合体育大会
開会式開催される

　本学「安全の日」安全講演会が、「東日本大震災“い
ま大学は何をすべきか”」をテーマとして、７月５日（火）
本郷キャンパス医学部１号館講堂において開催され、学
内外から約240人が参加した。
　大学院農学生命科学研究科リサーチフェローであった
山下高広氏が、八丈島にて潜水作業中に亡くなる事故が
発生してから本年７月４日で６年となる。本学では、こ
の７月４日を東京大学安全の日と定めており、事故の記
憶を風化させることなく、教育研究活動における安全衛
生の向上、事故災害の発生防止、安全意識の向上、安全
文化の定着に取り組むことを改めて決意する日としてい
る。
　冒頭、濱田純一総長より、「東京大学の安全管理、安
全文化は強化されてきており、教職員や学生の意識も高
まってきたが、全学的な安全管理の取り組みを、引き続
き手を緩めることなく確実に継続していきたい。学生の
事故防止対策としては、学生一人一人に十分な安全教育
をいきわたらせ、安全意識の高い学生をしっかりと育て
ていくことが大学としての重要な使命だと考えている。
こうした学生を育てていくのは、教職員とりわけ研究者、
研究室の責任者であり、教育上の指導者の立場から責任
を持って学生を指導していただきたい。また、事故災害
の未然防止だけでなく、災害や事故が発生してしまった
後の措置、緊急連絡体制等についても、改めて見直して
ほしい」との挨拶があった。
　講演の第１部では、東北大学の猪股宏教授による「東
北大学の被災と対応状況－行動記録と課題－」について
の講演があり、東北大学での被災状況、教職員による応
急危険度判定や避難所の運営方法等について、実体験に
基づいて話された。また、サーバーの分散化、配線・配
管図の正確な把握等が課題であることも述べられた。続
いて、大気海洋研究所の大竹二雄教授による「国際沿岸
海洋研究センター（岩手・大槌町）の被災・対応状況と
復興に向けた取り組み」の講演が行われ、センターの被
災状況や安否確認の報告と、遠隔地の附属施設では特に
周辺地域、住民の方々と良い関係を築いておくことが大
切であるとの話があった。
　第２部では情報学環の鷹野澄教授より、「緊急地震速
報：その仕組みを知り防災に生かすには」と題して大学
での緊急地震速報の利用の仕方について紹介があった。
続いて、総合文化研究科の増田建准教授より「東日本大
震災における教養学部での駒場アラートによる安否確
認」の講演が行われ、大学での安否確認システム導入と
その課題について紹介された。最後に、生産技術研究所
の目黒公郎教授より「地震時の室内の安全性を確保する
ために－効果的な家具の転倒防止法について－」の講演
が行われた。牛乳パックで作成できる効果的な家具の転

一般

本部環境安全課

「安全講演会」開催される
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倒防止法や、PC上に自分の部屋を再現し、地震時の様
子を可視化する研究等について紹介された。

開会の挨拶をする濱田総長

熱心に聴講する参加者

　７月８日（金）、日本財団ビルにおいて、海洋アライ
アンスと（財）日本財団との共同シンポジウム「大震災
からの復興への道筋」が開催された。
　本シンポジウムでは、震災に関する調査結果を踏まえ
た上で、被災地の復興への将来像を明確にし、我々が何
をすべきなのかを確認することを目的として、以下の８
件の報告・提案が行われた。

第１部　大震災の実態
１.　 津波被害の全体像（工学系研究科・佐藤愼司教授）
２.　 海底の状況：大槌湾と志津川湾の海底はどうなって
いるか（生産技術研究所・浦環教授）

３.　 東日本大震災が岩手県沿岸漁業におよぼした影響と
持続的な漁業再開に必要なこと（岩手県水産技術セ
ンター・後藤友明主査専門研究員）

４.　 新たな漁業の胎動：瓦礫の中からの復興宣言　－見

一般

海洋アライアンス

東京大学海洋アライアンス・日本財
団共同シンポジウム「大震災からの
復興への道筋」開催

失いかけていた進むべき道（三陸とれたて市場・八
木健一郎代表取締役）

第２部　復興への道筋
５.　 復興に求められる防災対策（新領域創成科学研究科・
磯部雅彦教授）

６.　 地場産業：造船クラスターの復興計画で考えること
（工学系研究科・青山和浩教授）
７.　 水産業の復興（農学生命科学研究科・黒倉寿教授）
８.　 東北の復興計画（工学系研究科・大西隆教授）

　第１部では、地震およびそれに伴う津波の実態が、詳
細にわたる現地調査（佐藤教授）や、水中ロボットを用
いた海底のビデオ映像（浦教授）に基づいて報告された。
被災地で水産業の復興に向けて活動を続けている後藤氏
と八木氏からは、岩手県の沿岸漁業の現状報告とともに、
“持続的な”漁業の再生には、漁業の多様性を取り戻すべ
きであること、これまでの水産業のあり方を見つめ直し
ながら新たな復興への道筋を描く必要性が指摘された。
　続く第２部では、復興策への提案として、磯部教授よ
り、想定される津波の規模に応じて複次的な防災対策を
講じるべきであること、青山教授より、造船業の再構築
には、ステークホルダ間の円滑な合意形成と問題認識の
共有化が鍵であること、さらに黒倉教授からは、大規模
な水産都市から零細な漁村までのそれぞれの状況に応じ
た再生策が必要であることが述べられた。また、大西教
授は、東日本大震災復興構想会議の委員の立場から復興
への全体的な構想案を提示した。
　講演後、藤井輝夫教授（生産技術研究所）の司会によっ
て総合討論が行われ、参加者からの質問への回答や、講
演の中で指摘された課題についての活発な議論が行わ
れ、予定時間を超過して終了した。
　本シンポジウムには総計319人が参加し、震災から４
か月経った時点で、多くの市民がこの震災の実態の科学
的な理解と、今後の復興に強い関心を持っていることが
浮き彫りになった。

 総合討論の様子

08_23_ニュース_1415_CS4.indd   1108_23_ニュース_1415_CS4.indd   11 11/08/25   17:5411/08/25   17:54



12 No.1415   2011. 8. 25

　７月11日（月）、本部棟理事室において、教養学部学
生自治会から東日本大震災にかかる募金活動で集めた義
援金を本学へ寄付する贈呈式が行われた。なお、贈呈式
には、教養学部学生自治会前副委員長 田邉大樹さんと
同自治会の富本紫夕さん、富田靖博教育・学生支援部
長、浅野公一学生支援課長、高橋喜博教養学部学生支援
課長及び岡田正二学生支援課学生支援係長が出席した。
　教養学部学生自治会は、４月以降、東日本大震災被災
地及び被災学生の救援活動の一環として、教養学部構内
及び街頭（渋谷駅等）において、被災した本学学生のた
めの義援金募金活動の取り組みを行った。このたび教養
学部学生自治会から、集めた義援金116,023円を東京大
学基金「東日本大震災救援復興支援プロジェクト」に受
け入れることとした。学生担当の武藤芳照理事（副学長）
が義援金の贈呈を受け、お礼と本学被災学生に対する経
済的支援に活用させていただきたい旨を伝え、贈呈式を
終えた。

左から富本さん、武藤理事（副学長）、田邉さん

　７月11日（月）、安田講堂において、「太陽光を主要エ
ネルギー源とした文明の構築は可能か？」と題する公開
シンポジウムが開催された。本シンポジウムは「GS+I」 
（Global Solar+ Initiative: 太陽光を機軸とした持続可能
グローバルエネルギーシステム）総括寄付講座、産学連
携本部、工学系研究科技術経営戦略学専攻、先端科学技
術研究センターの共催による。太陽光を機軸とするグ
ローバルエネルギーシステムへの転換を図るために必要
となる砂漠・高照度地域における大規模太陽光発電の技
術的課題、社会インフラと制度、対象地域の現状及び将
来構想に関して、大学の枠組みを超え、政府・産業界等

一般

教育・学生支援部

教養学部学生自治会が東日本大震災
にかかる募金活動で集めた義援金を
本学へ寄付

一般

総括プロジェクト機構

GS+I (Global Solar+ Initiative) 総括寄付講座
公開シンポジウム「太陽光を主要エネルギー
源とした文明の構築は可能か？」を開催

広範な関係者の議論を誘発することを目的に開催され、
約650名が参加した。
　シンポジウムは濱田純一総長、アブドゥルアジーズ 
トルキスターニ 駐日サウジアラビア王国特命全権大使
（代読：イサーム ブカーリ氏）の挨拶で開会した。基調
講演では、マンスール アルホウェイティ 駐日サウジア
ラビア王国大使館商務官が、サウジアラビアの現況や日
本への期待等について述べ、朝日弘 経済産業省大臣官
房審議官（エネルギー・環境担当）は太陽光発電を中心
とする日本のエネルギー政策について紹介した。
　招待講演では、GS+Iの主要寄附元である、シャープ
株式会社の片山幹雄 代表取締役社長が、シャープの太
陽光発電に関する取り組み、太陽光エネルギーを中心と
する産業サイクルの可能性について言及した。同じく寄
附元の日輝株式会社 川名浩一 代表取締役社長からは、
日揮が関与した中東を中心とする大規模プラント、大規
模太陽光発電プロジェクトに関する取り組みについて紹
介があった。
　続いて寄付講座教員および協力教員が講演し、茂木源
人准教授（GS+I共同代表、大学院工学系研究科）、城山
英明教授（政策ビジョン研究センター長）、阿部力也特
任教授（大学院工学系研究科）、杉山正和准教授（大学
院工学系研究科）、中野義昭教授（GS+I共同代表、先端
科学技術研究センター所長）がそれぞれ、世界エネルギー
情勢と太陽光エネルギー利用の展望、再生可能エネル
ギー産業の海外展開、デジタルスマートグリッド、エネ
ルギー貯蔵、超高効率太陽電池の研究開発の現状等を報
告。活発な質疑も行われ、最後に、松本洋一郎理事（副
学長）から閉会の挨拶があり、盛況の中閉幕となった。

シンポジウムにはたくさんの人が詰めかけ、熱心に耳を傾け
ていた
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中野先端研所長は太陽光エネルギー利用の
展望などについて語った

　７月13日（水）、濱田純一総長、小島憲道環境安全本
部長（副学長）をはじめとする環境安全本部関係者によ
る安全衛生パトロールが柏地区で実施された。上田卓也
柏キャンパス共同学術経営委員会委員長（新領域創成科
学研究科長）、梶田隆章宇宙線研究所長、家泰弘物性研
究所長、新野宏大気海洋研究所長、影山和郎人工物工学
研究センター長、浅見泰司空間情報科学研究センター長、
村山斉数物連携宇宙研究機構長ほかによる説明を受け、
大気海洋研究所、新領域創成科学研究科（環境棟、生命
棟、基盤実験棟、基盤棟）、物性研究所、数物連携宇宙
研究機構、宇宙線研究所、総合研究棟を巡視した。
　総長によるパトロールの目的は、本学の安全衛生に対
する姿勢を自ら示すことにある。
　当日は、研究室等の担当教職員から研究内容等の説明
を受けた後、実験機器の安全な使用、保護具の着用、薬
品の管理状況や電気配線の状況等について現状を視察し
た。
　巡視後、４月末に竣工した第２総合研究棟において、
濱田総長から、「柏は本郷や駒場と比較するとスペース
が広く恵まれているため、機材や居住スペースが込み合
うことによるリスクは小さいと考えられる。また、各部
署でそれぞれに応じた安全への取り組みを工夫しておこ
なっており、改めて感銘を受けた。今後も一般的な安全
意識を浸透させつつ、研究室個別の対応を引き続きおこ
なっていただきたい」との講評がなされた。
　なお、本学の各部局においても部局長による安全衛生
パトロールが順次実施されており、安全衛生管理の普及
と向上に取り組んでいる。

一般

本部環境安全課

「総長による安全衛生パトロール」
実施される

実験室を視察する様子

レーザーに関する安全管理についての説明

屋上への出入りに関する安全対策についての説明
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　７月14日（木）10時30分から、農学部弥生講堂で海洋
アライアンスシンポジウム第６回東京大学の海研究「震
災を科学する」が行われた。同シンポジウムは海洋アラ
イアンス主催で毎年この時期に行われる。今回は東北地
方太平洋沖地震とそれに起因する津波に集中した講演内
容である。

【第１部】
１．東北地方太平洋沖地震の特性（地震研究所・平田　

直）
２．東北地方太平洋沖地震の巨大津波の成因を探る（情

報学環/地震研究所・古村孝志）
【第２部】
３．島弧－海溝系の長期的歪み蓄積過程から見た2011年

東北地方太平洋沖地震（理学系研究科・池田安隆）
４．2004年スマトラ島沖地震（生産技術研究所・中埜良

昭）
５．南海トラフの巨大地震と海底変動（新領域創成科学

研究科/大気海洋研究所・芦寿一郎）
６．貞観津波と大地動乱の九世紀（史料編纂所・保立道

久）
７．都市の水管理システムから見た震災（サステイナビ

リティ学連携研究機構・福士謙介）
【総合討論】

　始めに地震研究所の平田教授は、今回の地震では震源
の面積と滑り量が格段に大きく、陸域で最大1.2 mの沈
降、最大5.3 mの東方への水平移動が数分間で起こり、
海底の地殻も東方へ40 m以上移動したことなど、地震
の実態について解説した。情報学環総合防災情報研究セ
ンター/地震研究所の古村教授は津波に関して、主に数
値シミュレーションの結果に基づいて解説した。東北沖
の海底ケーブル津波計で計測された波高５m以上の津波
波形の再現には広範囲にわたって連動した地震ととも
に、それらの震源域沖合の海溝付近での津波地震の発生
を仮定する必要がある。南海道地震に関しても慶長地震
級（M8.2）と宝永地震級（M8.6）の同時発生、さらに、
それらの震源域の沖合の海溝域において津波地震が連動
し、巨大津波が発生する可能性があると指摘した。さら
に、津波災害の教訓として、津波の事前予測よりは津波
発生直後の警報を重視し、迅速な警報発信に向けた次世
代津波防災システムの構築を提案した。
　第２部では、理学系研究科の池田准教授より、東北日
本島弧-海溝系の長期的な歪み蓄積過程から、今回の地
震では深さ50 km以浅のプレート境界域のみが破壊を起
しており、それ以深では破壊は起こっていないことが指
摘された。深いプレート境界域では今後余効すべりが継

一般

海洋アライアンス

海洋アライアンスシンポジウム第６
回 東京大学の海研究「震災を科学
する」開催の報告

続して歪みが徐々に解放されるため、東北太平洋岸は10
年程度の期間をかけて隆起し続けると予想した。生産技
術研究所の中埜教授は、インドネシア・スマトラ島沖地
震津波と今回の建物被害の実地調査を基に、設計用津波
荷重の検討を行った。新領域創成科学研究科/大気海洋
研究所の芦准教授は、南海トラフの深海底における断層
活動（地滑り・重力流、崩落堆積物、振動変形、断層変
位、湧水活動など）の定量的な推定手法を、地球深部探
査船「ちきゅう」を用いた深海観測の映像を交えて解説
した。史料編纂所の保立教授は、貞観大津波の記録と今
回の地震津波とを比較してその差異/共通点を解説する
とともに、史料解明による成果を基に歴史常識を見直し
て科学化する「文理融合型の研究」を推進していくこと
が、将来の防災を考えていく上で必ず役立つと指摘した。
サステイナビリティ学連携研究機構の福士准教授は、東
北各都市における上下水道の被害状況とその復旧に向け
た現況を報告するとともに、今後の防災対策として、自
立型水再利用システムの紹介を行った。
　総合討論では理学系研究科の日比谷紀之教授が座長と
なり、会場からの質問票に講演者が答える形で議論が進
行した。参加人数は約150名と例年より少なかったが講
演者-参加者間で密度の高い質疑応答が行われた。

　なお、未回答の質問は後日、海洋アライアンスのホー
ムページ（http://www.oa.u-tokyo.ac.jp/）での回答を予
定しています。

　７月15日（金）13時30分から、本郷キャンパス薬学系
総合研究棟薬学部講堂において、100名を超える教職員・
学生の参加の下、「東日本大震災『救援・復興支援に係
る登録プロジェクト』活動報告会」が開催された。
　冒頭の江川雅子理事からの挨拶では、東日本大震災に
よって尊い命を失われた多くの方々に向けた哀悼の言葉
が述べられたのち、本学の救援・復興支援についての活
動の概略、本報告会の目的等が説明された。
　続いて、以下の４つのプロジェクトの代表者からプロ
ジェクトの活動内容、今後の展望等について報告があっ
た。会場となった薬学部より、会場における28度設定の
節電取り組みの協力へのお礼として、参加者全員にウチ
ワが提供され、参加者は時折ウチワをあおぎながら、そ
れぞれの報告に聞き入った。

報告１　国立大学病院のリレー方式による医療支援
　　　　チームの派遣
　　　（医学部附属病院　南学 正臣　特任講師）
報告２　大槌町復興支援プロジェクト
　　　（大学院工学系研究科　中井 祐　教授）

一般

救援・復興支援室

「東日本大震災『救援・復興支援に
係る登録プロジェクト』活動報告会」
を開催

08_23_ニュース_1415_CS4.indd   1408_23_ニュース_1415_CS4.indd   14 11/08/25   17:5411/08/25   17:54



15No.1415   2011. 8. 25

報告３　東京大学SPHフォーラムの取り組み
　　　（大学院医学系研究科　赤林 朗　教授）
報告４　社研プロジェクト「希望学」
　　　（社会科学研究所　玄田 有史　教授）

　現場の緊張感あふれる報告に、参加者も熱心に聞き入
り、質疑応答も活発に行われた。
　４つのプロジェクトの報告がされた後、司会の道田豊
教授（大気海洋研究所・総長補佐）より報告会の総括が
され、最後に、前田正史理事・副学長（救援・復興支援
室長）から閉会の挨拶があり、盛況のうちに終了した。
　終了後も、会場外に設置されたプロジェクト説明のパ
ネルを見ながら、参加者同士の意見交換が続いており、
「学内構成員間で情報共有し、横のつながりを形成する」
という本プロジェクトの開催目的が達成されたものと
なった。

医学部附属病院　南学特任講師

報告者と会場とのディスカッション

　本学の救援復興支援室の分室がある岩手県遠野市に、
『希望の郷「絆」』と称する被災地後方支援の仮設住宅40
戸が完成し、７月16日に開所式が催され、総長代理の鈴
木敏之副理事（救援・復興支援室副室長）らが出席した。

一般

高齢社会総合研究機構

遠野市に本学協力の仮設住宅が完成

この仮設住宅は、高齢社会総合研究機構がコミュニティ
ケア型仮設住宅の名称でプランを提案したもので、遠野
市・釜石市が採用した。
　通常の仮設住宅は南面平行配置であるが、本プランで
は向き合わせにして、玄関と居間が通路側に面して住民
間の交流がはかれるようにし、また通路にはウッドデッ
キを張ってバリアフリーを実現し、縁側空間として活用
できるような構造にしてある。阪神淡路大震災の時に孤
立死が多発した経験を踏まえて大学院工学系研究科大月
敏雄准教授らが提案し、５月３日に遠野市長へ高齢社会
総合研究機構メンバーが訪問して採用が決まったもので
ある。７月16日にはさっそく入居がはじまり、まわりの
地域住民からのサポートもあり、入居者からの評価も
上々である。
　なお、釜石市では平田地区へ240戸規模のものが建設
中であり、店舗等も作られる仮設まちづくりを予定して
いる。

本田敏秋遠野市長（中央右）、鈴木敏之副理事（救援・復興
支援室副室長）（中央左）ほか関係者ら

対面配置のウッドデッキ部
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菜園等に面する部分は片側デッキで腰掛けられるような構造

　７月27日（水）10時30分から総長室において、本学と
独立行政法人情報通信研究機構（以下、「NICT」）との
間で、連携協力の推進に係る協定調印式が行われた。
　本学からは濱田純一総長、松本洋一郎理事（副学長）、
北森武彦工学系研究科長及び萩谷昌己情報理工学系研究
科長が、NICTからは宮原秀夫理事長はじめ理事５名が
出席し、調印式に臨んだ。既に、両機関の間では、多く
の共同研究や人材交流等が行われているが、この度の連
携協力の締結を機に、更なる新世代ネットワーク技術、
周波数標準等情報通信の極限技術、フォトニック情報通
信技術における研究協力等の取り組みが行われることに
なった。

前列中央 宮原NICT理事長（左）と濱田総長（右）

一般

本部研究推進課

独立行政法人情報通信研究機構
（NICT）と連携協力の推進に係る協
定書調印式が行われる

　７月28日（木）17時30分から、本郷キャンパス工学部
２号館213講義室において、ボランティア隊参加者のた
めの説明会が開催された。
　本学では、夏季の休業期間に岩手県遠野市を拠点とし
て沿岸地域における救援・復興支援活動を希望する学生
及び教職員によるボランティア隊の募集を行った。８月
に３班、９月に２班を編成し、救援・復興支援室が往復
の交通手段や宿泊場所の確保等の支援を行う。各班の定
員は45名であったが、定員を上回る５班合計256名の参
加希望者があった。
　説明会では開会に先立ち、東日本大震災によって尊い
命を失った多くの人々に謹んで哀悼の意を表し、黙祷を
捧げた後、濱田純一総長から挨拶があり、参加者への励
ましとボランティア活動への期待が述べられた。
　続いて、東日本大震災以降ボランティア活動５回の経
験をもつ蔭山達矢農学系教務課長と、説明会直前に公益
団体企画のボランティアに参加した教育・学生支援部の
市村桃子さんから被災地の現状やボランティア参加者の
心構えなどが報告され、参加者に有益な情報が提供され
た。
　その後、川久保亨ボランティア支援担当課長、浅野公
一学生支援課長から、今回のボランティア隊の日程や注
意事項等の説明があった後、質疑応答があり、各班に分
かれて自己紹介し、顔合わせを行った。
　最後に、武藤芳照学生担当理事・副学長（救援・復興
支援室ボランティア支援班担当）から閉会の挨拶があり、
説明会は終了した。
　なお、第１班は８月３日（水）～８月７日（日）まで
の４泊５日の日程でボランティア活動を行う。

濱田総長による挨拶

一般

救援・復興支援室

ボランティア隊参加者への説明会が
開催される
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（左）蔭山達矢 農学系教務課長の報告
（右）教育・学生支援部 市村桃子さんの報告

熱心に登壇者の話を聞くボランティア隊参加者

部局
ニュース

部局
第４回新領域創成科学研究科「市民
講座」開催 （前期最終回）

大学院新領域創成科学研究科

　「震災後の生活をより安心して暮らすために」という
テーマで開催されている新領域創成科学研究科主催「市
民講座」は第４回目が６月19日（日）に行われ、「東北
地方太平洋沖地震津波の実態と今後の防災対策」という
演題で本研究科環境学研究系社会文化環境学専攻の磯部
雅彦教授が講演した。講座の冒頭において、今回の大地
震は有史以来今まで東北地方、特に三陸付近に起こった
津波の規模で考えると、869年の貞観津波以来のもので、
1000年に一度の津波だったと説明があった。これを経験
した専門家及び市民は、この震災を忘れることなく今後
の防災対策や都市計画を早急に練り直していかなければ
ならないと力説した。第１回は電力、第２回は放射線、
第３回目は地震をテーマに市民講座を開催してきたが、
第４回目は申込人数、参加人数ともに最多数であった（参
加者：119名）。
　最初は津波発生のメカニズムについて解説があった。
津波は地震によって発生するが、それだけではなく海底
の地滑りや、陸上からの火山噴出物の海中への突入、海

底火山の噴火によっても発生し、その津波の速度は比較
的高精度に予測できる。発生する津波の波高が大きくな
るのは、地震の規模が大きく断層のずれが大きくてすべ
り面が鉛直に近い場合だそうだ。また、震源地が海底下
の深いところだと、持ち上げられたり沈んだりする水の
量が多いので大きな津波となる。津波が伝わる速さ、す
なわち津波の波速ｃは水深ｈによって決まり、c=(gh)1/2

という非常に簡単な式で求められる。上記式の中のgは
重力加速度（9.8m/s2）である。例えば、太平洋の平均
水深4,000mが震源地だと、津波の波速は時速約710kmと
なり、新幹線どころかジェット旅客機の速度に近いほど
となる。1960年や2010年のチリ地震津波では、太平洋の
反対側のチリから日本に津波が伝播したが、一昼夜経て
日本へ到達したのはこの計算と丁度合致する。市民講座
会場では、参加した市民の方々の中から５名の方にご協
力いただいて、OHP上でデモの津波を作成し、その伝
播速度を配布したストップウオッチで計側することで上
記式が非常によく合うことを実際に実験した。
　次に、過去４回の東北地方の地震の説明があった。今
回の津波は、今まで東北地方で起こった津波の記録と比
較しても最大級の津波であったが、東北地方では過去に
４回の記録が残っていて、平安時代の貞観津波（869）、
江戸時代の慶長三陸地震津波（1611）、そして明治三陸
地震津波（1896）、昭和三陸地震津波（1933）があった。
これらの津波による被害もある程度記録に残っている
が、その中で注目すべきことは、昭和三陸津波における
被害が死者と行方不明者をあわせて３千人余りだった点
だという。家屋被害で比べると明治三陸津波の半分程度
で、失われた人命の数は一けた小さく済んだ。これは明
治三陸津波を経験した人が存命中で、地震の後には津波
が来るというその時の知識が活かされて避難につながっ
たものと考えられる。過去の経験を活かすことにより、
被害を軽減することができるとの説明があった。
　最後に、今後の防災対策の話があり、一つの対策を完
璧にするのではなく、二重三重の備えが必要となるとの
ことだった。高地移転、盛土、津波避難ビルなどの手法
を使って、最低限として津波から逃げられるようにし、
逃げるためにはハザードマップの作成や、避難訓練・防
災学習が必須となる。できる限り余裕をもって二重三重
の安全確保手段を準備し、高地移転してもさらに高いと
ころに逃げられるようにしたり、５階建てが必要な津波
避難ビルでもさらに高層にするなどの対策が今後非常に
重要となる。
　熱の入った１時間の講演に、119名の参加者は非常に
満足されていた。後期の市民講座は９月25日（日）から
再開される。
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ＯＨＰを使って津波のデモンストレーションをする
新領域社会文化環境学専攻の磯部雅彦教授

かなり専門的な質疑が交わされた

部局
南相馬市の原種豚救済
大学院農学生命科学研究科・農学部

　６月28日（火）南相馬市の東京電力（株）福島第一原
子力発電所事故の警戒区域（20km圏内）で110日間飼養
されていた５種類の原種豚の雌雄26頭が救済されて、農
学生命科学研究科附属牧場に到着した。
　今回の豚の救済は、東京電力㈱福島第一原子力発電所
で発生した事故に伴い家畜の安楽死が指示されたことに
対応したものである。南相馬市では、貴重な遺伝資源の
原種豚を保護する方針で具体策を探っていた。
　受入に当たって５月30日（月）当牧場の眞鍋昇教授が
南相馬市の現地を訪れ、屋内飼育されて低濃度放射性物
質の被ばくを受けた26頭を選抜した。飼主の避難により
十分な世話がされずに豚の体力が弱ってしまっていたの
で、搬送に耐えられるように毎日世話をしていただける
よう依頼し、回復するのを待って６月28日（火）牧場に
搬出するはこびとなった。
　救出された豚は、当日の暑さと６時間近い長時間の移
動による体力消耗により、畜舎に入ってからはグッタリ
としていたが、翌日からは好物の砂糖水をもらって朝夕

の気温が低い時間には活動できるくらい急速に回復した。
　当牧場では、体力の十分な回復を待ってから、健康評
価、生殖機能評価などを精査し、復興に向けての支援を
行っていく予定である。

原種豚受入

回復して餌をねだる豚

部局
「防火・防災講習会」震災受けて初
開催

先端科学技術研究センター

　安全管理の意識を高めてもらおうと、先端科学技術研
究センターは７月１日（金）、先端研大講堂で「防火・
防災講習会」を開き、教職員と学生ら約100人が事故や
災害時の対処法を再確認した。
　講習会は東日本大震災などを受け、今年初めて開催さ
れた。防災委員会（委員長・中野義昭所長）の教職員が、
先端研の防災体制と震災時に研究室が取るべき対応など
を説明した。
　中野所長は、「先端研には多様な研究員がいろんな分
野の研究に携わっているので、こうした講習会で認識を
共通化することが重要。事故を未然に防いでみなさんの
安全を確保し、研究に専念できるよう備えを充実させる
必要がある」と述べた。防災副委員長の浜窪隆雄教授（分
子生物医学）は防災組織や緊急連絡網について説明。「事
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故が起こったらまず、防災センターに第一報を入れてほ
しい」とし、研究で実験をしない“非実験系”の人にも、
先端研内で使用されている爆発性の高い物質などに留意
するよう注意を呼び掛けた。また、委員長代行の宮山勝
副所長は、具体的事例を挙げながら、研究室ごとの安全
対策指針やリスクマネジメントの進め方について説明し
た。
　また、浜窪教授は節電対策でエアコン使用が制限され
る中、熱中症対策として行うべきことをまとめたチラシ
「熱中症対策のアドバイス」を参加者に配布し、対策の
重要性を強調。例えば熱中症になった人の緊急避難場所
のために、図書室を空調使用制限から除外し確保するこ
となどを説明した。

安全への意識を高めるため「防火・防災講習会」に
耳を傾ける参加者ら

中野義昭先端研所長が防災委員長として
防災体制強化を呼び掛けた

部局
計算物質科学研究センター開設
物性研究所

　ISC11（The International Supercomputing Conference 
in 2011）におけるTOP500（世界最速のスパコンを決め
るプロジェクト）において、世界１位を獲得したスーパー
コンピュータ「京（けい）」。この利活用を念頭においた
先端的計算物質科学の研究を推進するため、計算科学研
究センターが物性研究所内組織として2011年４月に設立
された。この組織は、次世代の計算物質科学の研究体制
を確立するため、全国の多くの研究機関、研究者によっ
て設立された計算物質科学イニシアティブ（CMSI）の
事務局機能をも受け持ち、CMSI 研究者の研究活動をサ
ポートしている。とくに大規模並列ソフトウェア・アル
ゴリズムの開発とその普及などを通じて、直接的に計算
物質科学の進展に寄与するとともに、次世代の計算科学
の担い手となる人材の育成を目指している。

スーパーコンピュータ「京」のロゴマーク

　CMSIの役割は、「京」を中核とする国内の高性能計
算インフラストラクチャ（HPCI） を活用した大規模計
算を共通のキーワードとして、物性科学、分子化学、材
料科学の３つの分野の計算物質科学研究者が集い、学術
的・社会的にインパクトの高い成果を上げるとともに、
あたらしい計算科学推進体制を構築することにある。そ
のために、９大学２機関が参加し、他の計算科学分野や
理研計算科学研究機構（AICS）との連携により、これ
までにない計算科学の融合発展を目指している。また、
一般研究者に対する並列化技術などに関する各種セミ
ナーや講習会、計算科学を活用したい実験研究者や企業
研究者へのコンサルティング機能を持つ、計算物質科学
の発信拠点にしたいと考えている。
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常行真司センター長、家泰弘物性研究所長、
川島直輝副センター長

　センターの設立と同時に、神戸にセンターの分室も設
置された。これは、「京」が設置場所である理科学研究
所計算科学研究機構（AICS）ビル内に「京」の試験利
用や、計算機科学分野を含む異分野との交流の拠点を確
保するためのものであり、2012年11月の「京」の本格利
用開始に向けて、現在準備を整えている。この分室には
物性研究所スタッフが常駐し、最新の大規模並列計算に
関する情報の収集と展開に加え、神戸拠点を利用するＣ
ＭＳＩ研究者の技術的・事務的なサポートを行っている。
　神戸分室におけるイベントの第一弾として、７月７日
（木）～８日（金）に、CMSIに今年度より参加する若
手研究員全員が集い、技術交流会を開催した。第一日目
は、CMSIで既に大規模計算を行っている若手研究者に
よる、「大規模計算がなぜ必要か、どのように実行するか」
の講演が行われ、第二日目は、分野振興を担う新人拠点
研究員の方々による自己紹介を兼ねた研究発表や今後の
抱負を述べる場となり、両日とも積極的な意見交換が行
われた。今後、CMSIの若手ネットワークを土台にした
飛躍的な分野振興が期待される。

CMSI 神戸拠点

部局
留学生懇談会の開催
大学院教育学研究科・教育学部

　大学院教育学研究科・教育学部では、７月13日（水）
に留学生懇談会を開催した。留学生懇談会は毎年５月に
行っているが、今年度は東日本大震災の影響により２ヶ
月遅れての開催となった。
　会は藤村宣之准教授（国際交流委員会委員）の司会で
進行し、冒頭の市川伸一研究科長による開会の挨拶では、
今年も新入留学生を迎え留学生懇談会を開催出来たこと
への喜びと、研究科における今後の国際化教育への期待
が語られた。恒吉僚子国際交流委員会委員長・教授によ
る乾杯の後、歓談を挟んで、国際交流委員会の自己紹介、
７月に国際交流室に新たに着任したスタッフ２名の自己
紹介、国際交流室チューターの自己紹介、新入留学生８
名の自己紹介が行われた。新入留学生達は、すでに新学
期開始から３ヶ月経過し留学生活に慣れてきたこともあ
り、自己紹介では非常にリラックスした表情でそれぞれ
の研究テーマや趣味、抱負などを語った。後半には韓国
人留学生（金鎭赫さん、石善雨さん、鄭柱錫さん）によ
る韓国の伝統遊戯チェギチャギ（「チェギ」は「羽根」、
「チャギ」は「 蹴る」という意味）のパフォーマンスが
行われ、会場を楽しませた。

自己紹介をする新入留学生

留学生による韓国の伝統遊戯チェギチャギの披露
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　また、同会では７月にリニューアルした国際交流室に
ついても紹介された。恒吉委員長から、国際交流室には
今後同研究科における国際交流の場として、また研究活
動の国際化を後押しする場として役割を担って欲しいと
の期待が語られた。今年の出席者数は昨年より多く、職
員27名、留学生22名、日本人学生20名の計69名が出席し
た。終始和やかな雰囲気で、留学生との楽しいひと時と
なった。

国際交流室の専任スタッフ２名

部局
「平成23年度先端科学技術にふれる
理科研修会」を開催

情報基盤センター

　情報基盤センターでは、７月13日（水）に埼玉県のスー
パーサイエンスハイスクール（SSH）指定校を中心とし
た高等学校の理数系教員を対象に、「平成23年度先端科
学技術にふれる理科研修会」を開催した。これは、昨年
７月に当センターで高校生向けに開催したスーパーコン
ピュータセミナー（以下、スパコン）において、引率の
教員から「スパコン等の最先端科学技術に興味がある高
校生を受け持つ教員を対象にした研修会を行ってほし
い」との声が上がり、埼玉県立総合教育センターからの
依頼を受ける形で研修会を企画し、実施に至ったもので
ある。出席者は15名（高校教員12名、総合教育センター
3名）で、以下のような３部構成で行った。
（第１部）
・講演「計算科学とスーパーコンピュータ、情報基盤セ
ンター紹介」　中島研吾 情報基盤センター 教授（スー
パーコンピューティング研究部門）

・T2Kオープンスパコン（東大版）見学　鴨志田良和 
情報基盤センター 特任助教（同上）

（第２部）
・講演「気候変動予測シミュレーションの現状とこれか
ら」　羽角博康 大気海洋研究所 准教授

・講演「コンピュータの中に『物質』をつくる－シミュ
レーションを使った物質科学研究の最前線－」　常行
真司 大学院理学系研究科 教授（物理学専攻）

（第３部）

・ディスカッション「今後の教育活動への応用」 コー
ディネーター：久保健丸（埼玉県立総合教育セン
ター・指導主事）、小川　剛（埼玉県立総合教育セン
ター・指導主事）
　講演後の出席者によるディスカッションでは、高校の
教育現場でのシミュレーション教育の実態について紹介
があり、講演者も交えて活発な議論が交わされた。
　情報基盤センターでは、高校生の段階で「スパコンが
新しい科学的発見に役立つ」という認識を身につけても
らうことが、日本と世界の科学技術の発展に貢献し、セ
ンターのスパコン利用者拡大につながると考えている。
今後も埼玉県の取り組みに積極的に協力していく。

T2Kオープンスパコン見学会の１コマ

講演会の様子
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ディスカッションの様子

部局
学際大規模情報基盤共同利用・共同
研究拠点 第３回シンポジウム 開催
報告

情報基盤センター

　情報基盤センターでは、７月14日（木）、15日（金）
に「学際大規模情報基盤共同利用・共同研究拠点 第３
回シンポジウム」を、品川グランドセントラルタワー３
階THE GRAND HALLで開催し、220名の参加者（大学
134名、独法等研究機関27名、企業他59名）を迎えて盛
会のうちに行われた。
　「学際大規模情報基盤共同利用・共同研究拠点」（以
下、当拠点）とは、北海道大学、東北大学、東京大学、
東京工業大学、名古屋大学、京都大学、大阪大学、九州
大学のスーパーコンピュータを所有する８つの共同利用
施設を構成拠点とし、本学情報基盤センターがその中核
拠点を担う「ネットワーク型」の共同利用・共同研究拠
点である。各年度で共同研究の公募・採択が行われ、当
拠点との共同研究を実施する。
　今回のシンポジウムは、平成22年度に実施された公募
型共同研究37課題の口頭発表による最終報告、および、
平成23年度公募型共同研究に採択された全39課題のポス
ター発表による研究内容紹介を実施した。また、同時開
催として「平成22年度先端的大規模計算利用サービス成
果報告会」のポスター発表も実施した。口頭発表では、
当拠点の課題審査委員による最終審査と併せて、各課題
の発表後には委員に限らず一般の参加者も交えた活発な
質疑や意見交換が行われた。
　シンポジウム初日は、石川裕総括拠点長（情報基盤セ
ンター長）による主催者挨拶と、岩本健吾文部科学省研
究振興局情報課長の来賓挨拶もあった。そして、当拠点
の研究分野である、超大規模数値計算系応用分野、超大
規模データ処理系応用分野、大規模情報システム関連研
究分野、および、これらの分野と超大容量ネットワーク
技術分野にまたがる、複合分野研究の研究成果発表が行
われた。
　閉会では、中島浩課題審査委員長（京都大学学術情報
メディアセンター長）からシンポジウム全体のサマリー

を含めた挨拶があった。

　当シンポジウムのプログラム、および、最終報告書の
正式版、平成23年度採択課題の発表ポスターは次のURL
から参照可能である。
当シンポジウムホームページ
http://jhpcn-kyoten.itc.u-tokyo.ac.jp/sympo/

シンポジウムの様子

ポスター発表の様子

部局
中国国家博物館へ倭寇図巻レプリカ
を寄贈

史料編纂所

　史料編纂所では、中国国家博物館（北京市）との間で、
倭寇イメージをめぐる共同研究を実施している。７月22
日（金）～26日（火）、プロジェクトチームは北京の国
家博物館を訪問し、同館が所蔵する「太平抗倭図」等の
調査を行った。その際、史料編纂所が所蔵する「倭寇図
巻」の精密なレプリカ（絹本プリント）を寄贈し、両機
関の継続的な研究交流について合意した。この寄贈は、
昨年11月の国際研究集会（於本郷）において国家博物館
の「抗倭図巻」レプリカが寄贈されたことを受けて行わ
れた。それぞれのレプリカは、双方の機関で研究や展示
などに活用されることになる。
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　なお、史料編纂所では本年10月に同館の研究者を招聘
し、倭寇イメージをめぐる２度目の国際研究集会を開催
する予定である。

「倭寇図巻」レプリカをみる榎原雅治所長と陳履生副館長
（中国国家博物館にて）

「太平抗倭図」の調査風景（同）
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～数字が語る
東京大学

本部財務部決算課 （内線22126）
E-mail: kessanka@ml.adm.u-tokyo.ac.jp

◆このコラムは一見複雑な国立大学法人会計をわかりやすくご紹介す
ることを目的とし、文章の読みやすさを重視しているため、ある程度
恣意的な表現を取る場合があります。あらかじめご了承ください。
―ご意見、ご質問お待ちしております！

vol. 49

http://science-interpreter.c.u-tokyo.ac.jp/
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Message from Kazuo Hotate

Vol. 69Vol. 69CrossroadCrossroad～産学連携本部だより～～産学連携本部だより～
Crossroadとは、産業界と大学がクロスする場所の意味をこめますCrossroadとは、産業界と大学がクロスする場所の意味をこめます

連絡先：産学連携本部（本部産学連携課）
電 話：内線22857（外線03-5841-2857）

4

2011 4 28
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Relay Column

日本・アジアに関する教育研究ネットワーク（ASNET機
構）は、研究者や学生が分野を超えて繋がり、アジアに関
係する教育や研究の新たな可能性を探るために設立された
東京大学の機構です。

アジアのことを広く、深く知りたい学生の皆さんに研究
科等横断型「日本・アジア学」教育プログラムも実施して
います。詳しくは下記のURL：

http://www.asnet.u-tokyo.ac.jp/
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OPEN：月曜～土曜 10：00～18：00
電話：03-5841-1039
http://www.utcc.pr.u-tokyo.ac.jp

1

1 (14 )
1,554( )

12

500 263 525

8

UTCC

1 110

2012
¥1,575

UTCC

http://www.u-tokyo.ac.jp/public/recovery/index_j.html

⇒

⇒

TTC

⇒

2011 8 4

23

URL
http://www.u-tokyo.ac.jp/gen03/kouhou_ j.html

TEL 03-3811-3393 82032
E-mail kouhou@ml.adm.u-tokyo.ac.jp

URL
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　講習会に参加して、文献の探し方・Webでの文献管
理方法を、マスターしましょう！
　情報基盤センター図書館電子化部門では、定期的に、
“情報探索ガイダンス”各種コースを実施しています。

　９月は、EBSCOhostに統合されたばかりの新しい
NetLibraryの使い方を解説するコース【ネットで電子書
籍（和書・洋書）！新NetLibrary講習会】のほか、文
献管理ツール「RefWorks」の新バージョンに関する各
種コースを実施します。

　本学にご所属であれば、学生・教職員を問わず、どな
たでも参加できます。ぜひご参加ください。

※自宅からの利用方法はどのコースでも説明します。

お知らせ
お知らせ
情報基盤センター

「ネットで電子書籍（和書・洋書）！新NetLibrary講習会」、新RefWorks
関連コースなど“情報探索ガイダンス”各種コース実施のお知らせ

■ 9/7（水）15:00～16:00
【東大OPAC ＋ 新RefWorks2.0入門】
　今年リニューアルした東京大学OPACでは、検索結果
のデータ（書名・著者名・出版年など）を文献管理ツー
ル（RefWorksまたはEndNote Web）にダイレクトに保
存できるようになりました。
　保存したデータは、レポート・論文を書く際の文献リ
ストの自動作成に活用できます。とても便利なこの新機
能を、ぜひ知って活用してください。
　このコースでは、OPACの検索方法と、文献管理ツー
ル「RefWorks」新バージョンの使い方を実習します。
（OPAC以外のデータベースからのRefWorksへの取り込
みの説明を含みます。）
　※RefWorks旧バージョンを既にご利用中の方は原則
として受講不要です。

■ 9/13（火）15:00～16:00
【ネットで電子書籍（和書・洋書）！ 新NetLibrary講
習会】
※このコースのみ予約優先
　インターネットで学術書・専門書を中心に電子書籍
（和書・洋書）コレクションを提供する「NetLibrary」が、
7月にEBSCOhostプラットフォームに統合されました。
　このコースでは、新NetLibraryの使い方、新機能な
どを実習形式で解説します。紀伊國屋書店より講師をお
招きします。従来のNetLibraryユーザーの方も、これ
から初めて使う方も、ぜひこの機会に受講してください。
（文献管理ツール「RefWorks」新バージョンにデータを
保存し文献リストを自動作成する方法の説明を含みま
す。）

■ 9/14（水）15:00～16:30
【自然科学系のための
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  Web of Science ＋ 新RefWorks2.0入門】
　自然科学系の方向けに、代表的学術雑誌論文データベ
ース「Web of Science」の利用方法と、文献管理ツール
「RefWorks」新バージョンにデータを保存し文献リスト
を自動作成する方法を実習します。

■ 9/21（水）15:00～16:30
【人文社会科学系のための
  Web of Science ＋ 新RefWorks2.0入門】
　人文社会科学系の方向けに、代表的学術雑誌論文デー
タベース「Web of Science」の利用方法と、文献管理ツ
ール「RefWorks」新バージョンにデータを保存し文献
リストを自動作成する方法を実習します。

■ 9/28（水）15:00～16:15
【CiNiiで国内論文検索＋新RefWorks2.0入門】
　国内論文を収録した代表的データベース「CiNii」（サ
イニィ）の利用方法と、文献管理ツール「RefWorks」
新バージョンにデータを保存し文献リストを自動作成す
る方法を実習します。

●会場：本郷キャンパス総合図書館１階講習会コーナー
（各回先着15名） ※Windowsパソコン15台あり。ECCS
無線LAN設定済みのノートPC持込もOK。

●参加費：無料

●9/13 NetLibraryコース申込み先：
学術情報リテラシー係（literacy * lib.u-tokyo.ac.jp）宛に、
以下のメールをお送りください。
（*は@に置き換えて送信してください。）
メールのタイトル：　参加希望（9/13NetLibrary）
本文：　
(1)参加日・コース名（9/13NetLibrary）
(2)氏名   (3)身分   (4)所属   (5)講師への質問   (6)利用経
験
※9/13以外は予約不要。

★授業・ゼミ・学生グループなど対象にオーダーメイド
で講習します！
　論文の探し方の出張講習・オーダーメイド講習を随時
受付中です（無料）。授業やゼミの内容に合わせて講習
いたします。会場のことなど、ご相談に応じます。まず
はお気軽にお問い合わせください。どのキャンパスでも、
学生だけのグループでもOKです。
　過去の実施例は以下のURLでご覧いただけます。
（http://www.dl.itc.u-tokyo.ac.jp/gacos/shuccho.ht
ml）

★Litetopiメールマガジン発信中！
　本学所属の方を対象に、データベースのニュースや講
習会のご案内などをお届けします。配信ご希望の方は、

下記アドレスまでメールでご連絡ください。（無料）

　　　　　literacy＠lib.u-tokyo.ac.jp

●お問い合わせ：
学術情報リテラシー係 03-5841-2649（内線：22649）
literacy * lib.u-tokyo.ac.jp 
（*は@に置き換えて送信してください。）
http://www.dl.itc.u-tokyo.ac.jp/gacos/training.htm
l
（ツイッター　http://twitter.com/gacos_todai）

　工学部・工学系研究科では、本年度も「技術発表会」
を下記のとおり開催いたします。この発表会は技術系職
員が職務上で得た技術的知見を発表し討論を行うことに
よって、相互技術交流を活性化させることを目的として
おります。是非ご参加下さるようお願い申し上げます。

記
日時：９月16日（金）9:30～17:30
会場：工学部２号館　212号講義室
参加費：無料
問合せ先：技術発表会事務局
E-mail：2011tse@tse.t.u-tokyo.ac.jp
http://www.ttc.t.u-tokyo.ac.jp/

プログラム
【開会の挨拶】　9:30～ 9:45

【セッション１】　9:45～10:30
「南極海における氷海航行性能試験の紹介」
 システム創成学専攻  土屋好寛
「ロボットの仕組みと制御の基礎を学ぶ
　機械工学実験・ロボットによるライントレース Ⅰ」
情報理工学系研究科・知能機械情報学専攻　長阪恵里

お知らせ
大学院工学系研究科・工学部

「第26回東京大学工学部・工学系研究科技術
発表会」開催のお知らせ
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「全機械式手動卓上万能試験機の設計」
 システム創成学専攻　金井　誠

【特別企画】　10:40～12:00
「技術の役割・今できること
 -東日本大震災を例として-」　　
福島第一原発事故に伴う放射線モニタリング
 -東海村より報告-　　
 原子力専攻　澤幡浩之
製作可能な放射線検出器
 システム創成学専攻　細野米市
静電加速器と地震
 原子力国際専攻　中野忠一郎
節電のための小電力サーバー導入実験と
 仮想化による計算機の削減　
 電気系工学専攻　高橋　登

休憩（昼食）

【特別講演】　13:00～14:00
「国産飛行機誕生から100年，国産飛行機の現状と将来」
 航空宇宙工学専攻　鈴木真二教授

【セッション２】　14:10～14:55
「GPS測量機器の測量作業と計測結果から
 地下水面等深線図の作成」　　
 システム創成学専攻　茂木勝郎
「OpenVPNを用いた建物間の
 ネットワーク接続について」　　
 システム創成学専攻　榎本昌一
「既存ネットワークに接続するためのVPNの構築」
 電気系工学専攻　高橋　登

【計測・制御技術セッション】　15:05～15:50
「LabVIEWを用いた計測データの集録・解析技術の習得」
 航空宇宙工学専攻　関根政直
「LabVIEWを使用した画像集録・画像処理技術の習得」
 システム創成学専攻　鈴木　誠
「圧電アクチュエータの変位制御と能動制御の試行」 
 機械工学専攻　石川明克

【ポスターセッション】　16:00～17:00
【表彰式・閉会挨拶】　17:15～17:30
【懇親会】　18:00～20:00（参加費3,000円）

　空間情報科学研究センター（CSIS）では、11月10日（木）
～11日（金）に年次研究発表大会 CSIS DAYS 2011を
開催いたします。一般公募による研究発表と、CSISと
共同研究を進めている研究者の方々による発表が行われ
ます。空間情報科学に関する研究の成果を広く知ってい
ただき、産官学の連携を促進する研究交流の活発な場に
発展することを期待しております。
　CSIS DAYSは、空間情報科学に関する最新の学術研
究動向を多くの参加者と共有できる点で非常に有意義で
あり、またオフラインでの研究者・実務家をつなぐネッ
トワークを作る場としても機能してきました。
　年次研究発表大会 CSIS DAYS 2011は、４回のポス
ターセッション（各45分間）を基本としますが、各セッ
ションの最初にポスター発表者全員がそれぞれ５分間で
口頭発表いたします。発表にご興味がある方は、CSIS 
DAYS 2011のウェブサイトをご覧のうえ、是非ご検討
ください。

http://www.csis.u-tokyo.ac.jp/csisdays2011/
http://www.csis.u-tokyo.ac.jp/csisdays2011/guideli
ne.html

　また、去年の発表内容は以下から閲覧可能です。

http://www.csis.u-tokyo.ac.jp/csisdays2010/program
.html

　研究アブストラクト（A4　１ページ）の【投稿締め切
りは９月12日（月）】となっております。昨年度より、優
れた発表に対し、優秀研究発表賞を授与しております。
皆様からの積極的な発表申し込みをお待ちしております。

【問い合わせ・原稿投稿先】
CSIS DAYS 2011 研究アブストラクト編集事務局
days11submission@csis.u-tokyo.ac.jp

お知らせ
空間情報科学研究センター

CSIS DAYS 2011「全国共同利用研究発表
大会」での発表へのお誘い
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「大学案内2012」及び「平成24年度入学者選抜要項」
の配付始まる

　「大学案内2012」・「平成24年度東京大学入学者選抜要
項」が決定した。各都道府県教育委員会等に通知すると
ともに「大学案内2012」は７月９日（土）から、「平成
24年度東京大学入学者選抜要項」は７月23日（土）から、
本郷キャンパス（正門、赤門、広報センター（龍岡門）、
コミュニケーションセンター（赤門脇）、東大生協（安
田講堂売店、書籍部）、農正門）、駒場Ⅰキャンパス（正
門、コミュニケーションプラザ北館１階生協購買部）で
配付を開始した。
　なお、東京大学ホームページ、テレメール等からも請
求することができる。
　平成24年度入学者選抜の実施教科・科目等は表１・
２・３のとおりである。

「平成24年度外国学校卒業学生募集要項」の配付始
まる

　「平成24年度東京大学外国学校卒業学生募集要項」が
決定し、７月１日（金）から入学志願者に対し、本郷キ
ャンパス（正門、赤門、広報センター（龍岡門））、駒場
Ⅰキャンパス（正門）で配付を開始した。
　また、東京大学ホームページ、テレメール等からも請
求することができる。
　なお、平成24年度の募集人員、出願資格、出願期間、
出願手続、選抜方法など、特別選考の概要は表４のとお
りである。

お知らせ
本部入試課

各種選抜要項・募集要項等の配布のお知らせ
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表1
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表2
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表3
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表4

33_37_インフォ_1415_CS3.indd   3633_37_インフォ_1415_CS3.indd   36 11.8.25   5:51:53 PM11.8.25   5:51:53 PM



37No.1415   2011. 8. 25

33_37_インフォ_1415_CS3.indd   3733_37_インフォ_1415_CS3.indd   37 11.8.25   5:51:53 PM11.8.25   5:51:53 PM



38 No.1415   2011. 8. 25

事 務 連 絡
人事異動（教員）

発令日、部局、職、氏名（五十音）順

発令日 氏名 異動内容 旧　（現）　職等
（退　　職）

23.7.31 齋藤　秀司 辞　職(東京工業大学大学院理工学研究科教授) 大学院数理科学研究科教授
23.7.31 三浦　聡之 辞　職 医科学研究所附属先端医療研究センター准教授

（採　　用）
23.7.16 長井　宏平 生産技術研究所附属都市基盤安全工学国際研究

センター准教授
大学院工学系研究科附属国際工学教育推進機構
特任講師

23.8.1 Liu Chun 大学院数理科学研究科教授
23.8.1 長谷川　浩一 大学院公共政策学連携研究部教授 財務省大臣官房付

（昇　　任）
23.7.16 但馬　敬介 大学院工学系研究科准教授 大学院工学系研究科講師
23.8.1 鈴木　順一 保健・健康推進本部准教授 保健・健康推進本部講師
23.8.1 久和　茂 大学院農学生命科学研究科教授 大学院農学生命科学研究科准教授

（配 置 換）
23.8.1 鈴木　秀幸 生産技術研究所附属戦略情報融合国際研究セン

ター准教授
生産技術研究所准教授

※ 退職後又は採用前の職等については、国の機関及び従前国の機関であった法人等のみ掲載した。
　東京大学における教員の任期に関する規則に基づく専攻、講座、研究部門等の発令については、記載を省略した。

38_事務連絡_1415_CS4.indd   3838_事務連絡_1415_CS4.indd   38 11/08/25   17:5611/08/25   17:56



39No.1415   2011. 8. 25

Contents

02 赤門・履歴書大公開！
06 東京大学学生支援事業・第4回学生企画コンテスト

表彰式及び懇談会

08 海洋アライアンス
 海洋アライアンスと（独）水産総合研究センターとの

インターンシップ協定締結
08 高齢社会総合研究機構
 柏市豊四季台地域での社会実験プロジェクト－中間報

告記者発表と柏キャンパス新棟のお披露目の実施－
09 本部国際企画課
 「日墨学長会議」を開催
10 本部学生支援課
 第50回　全国七大学総合体育大会開会式開催される
10 本部環境安全課
 「安全講演会」開催される
11 海洋アライアンス
 東京大学海洋アライアンス・日本財団共同シンポジウ

ム「大震災からの復興への道筋」開催
12 教育・学生支援部
 教養学部学生自治会が東日本大震災にかかる募金活動

で集めた義援金を本学へ寄付
12 総括プロジェクト機構
 GS+I (Global Solar+ Initiative) 総括寄付講座公開シ

ンポジウム「太陽光を主要エネルギー源とした文明の
構築は可能か？」を開催

13 本部環境安全課
 「総長による安全衛生パトロール」実施される
14  海洋アライアンス
 海洋アライアンスシンポジウム第6回 東京大学の海研

究「震災を科学する」開催の報告
14 救援・復興支援室
 「東日本大震災『救援・復興支援に係る登録プロジェ

クト』活動報告会」を開催
15 高齢社会総合研究機構
 遠野市に本学協力の仮設住宅が完成
16 本部研究推進課
 独立行政法人情報通信研究機構（NICT）と連携協力

の推進に係る協定書調印式が行われる
16 救援・復興支援室
 ボランティア隊参加者への説明会が開催される

17 大学院新領域創成科学研究科
 第４回新領域創成科学研究科「市民講座」開催 
 （前期最終回）
18 大学院農学生命科学研究科・農学部
 南相馬市の原種豚救済
18 先端科学技術研究センター
 「防火・防災講習会」震災受けて初開催
19 物性研究所
 計算物質科学研究センター開設
20 大学院教育学研究科・教育学部
 留学生懇談会の開催
21 情報基盤センター
 「平成23年度先端科学技術にふれる理科研修会」を開催

22 情報基盤センター
 学際大規模情報基盤共同利用・共同研究拠点 
 第３回シンポジウム 開催報告
22 史料編纂所
 中国国家博物館へ倭寇図巻レプリカを寄贈

24 決算のDOOR　～数字が語る東京大学　第11回
24 インタープリターズバイブル　vol.49
25 Crossroad　～産学連携本部だより～　vol.69
26 Policy + alt　vol.23
27 ASIAN DIVERSITY 　No.10
27 Relay Column「ワタシのオシゴト」　第66回
28 コミュニケーションセンターだより　No.79
28 救援・復興支援室より　No.3

29 情報基盤センター
 「ネットで電子書籍（和書・洋書）！新NetLibrary講

習会」、新RefWorks関連コースなど“情報探索ガイダ
ンス”各種コース実施のお知らせ

30 大学院工学系研究科・工学部
 「第26回東京大学工学部・工学系研究科技術発表会」

開催のお知らせ
31 空間情報科学研究センター
 CSIS DAYS 2011「全国共同利用研究発表大会」で

の発表へのお誘い
32 本部入試課
 各種選抜要項・募集要項等の配布のお知らせ

38 人事異動（教員）

40 法人化後の制度
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編 記後集

◆表紙写真◆
　赤門の袖塀の瓦【2～5ページに特集】

今回の特集「赤門・履歴書大公開」はいかがでしたか。今回は
ネタ調査から原稿執筆、写真撮影、デザインまでメインでやら
せていただきました。赤門特集は実は１年以上前から構想して
いたのですがなかなか実現しなかったので、ようやく出来上が
って本当に嬉しいです。調べてみると新たな発見が山のように
あり非常に興味深かったです。赤門のことを知れば知るほど、
赤門が現存しているという奇跡に驚かされます。それはひとえ
に、人々の愛が積み重なって赤門を守ってきたからだと思えて
仕方ありません。
この特集を読んで、少しでも赤門に興味と愛着を持っていただ
ければ幸いです。特集を作るにあたってご協力くださった皆様、
本当にありがとうございました。何から何まで手伝ってくださ
ったH谷さんには本当に頭が上がりません。（ち）
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法人化後の制度
　ずいぶん古い話になってしまったが、2004年4月1日に東京大学は法人化
された。幸か不幸か法人化前後の一年間総長補佐であった私は、法人化後
の物件費配分制度および人件費管理制度の構築に関わることになった。具
体的には、桐野高明副学長（当時）の指揮のもと、西村清彦経済学研究科
教授（当時）が物件費配分制度の原案、私が人件費管理制度の原案を作成
し、多くの方々のご意見により修正を重ねて『法人化後の学内予算配分に
関する報告書』と『法人化後の人件費管理に関する報告書』が完成した。

本部の方によると、現在でも東京大学の物件費配分および人件費管理はこれらの報告書の制度に従って行
われているとのことである。
　報告書には、いくつかの重要なポイントがあるが、ここでは財政運営制度についてのみ説明しておこう。
簡単に言えば、運営費交付金が次第に削減されていく中で、透明な競争的専門家査定（competitive peer 
review）を経て重要な新規教育研究事業へ総長イニシアチブにより資金を重点配分しつつ、大学全体お
よび各部局が財政的に破綻しない制度である。各部局への運営費交付金配分については、政府からの運営
費交付金の削減分に加えて大学全体の恒久的新規事業のための資金分（全学協力係数分）を削減する。こ
こで、全学協力係数分は運営費交付金であるから恒久的な資金であり、したがって恒久的な新規事業に配
分するということである。また、各部局は外部資金獲得により削減分を補う。一方で、時限的な資金を財
源とする「全学教育研究資金」を、時限的な新規事業に配分する。つまり、資金が時限的な性格のもので
あるから、時限的な事業に配分するということである。もしこれを恒久的な事業に配分すると、機動的に
使える資金を失い、また全学教育研究資金の総額の変動により財政破綻を招く可能性がある。この制度に
従えば、外部資金獲得努力を怠った部局については財政的に立ち行かなくなる可能性があるが、さもなけ
れば問題はない。
　さて、私が本部の財務の仕事から離れて久しいが、この制度は機能しているのであろうか。

神谷　和也（大学院経済学研究科・経済学部）

　（淡青評論は、学内の教職員の方々にお願いして、個人の立場で自由に意見を述べていただく欄です。）

　この「学内広報」の記事を転載・引用する場合には、事前に
広報室の了承を得、掲載した刊行物若干部を広報室までお送り
ください。なお、記事についての問い合わせ及び意見の申し入
れは、本部広報課を通じて行ってください。　

淡
青
評
論

七徳堂鬼瓦
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